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は　じ　め　に
　平成 17年に「心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に関する法律」（以
下，医療観察法）が施行され，すでに 7年が経過
した．日本精神神経学会は，医療観察法成立以前
の段階から同法に重大な関心をもって数回にわ
たって意見を表明し，法施行後は，批判的な立場

を維持しながらも，関与しつつ制度および運用に
ついて学会総会シンポジウムなどでの検討を続け
てきた＊1．
　医療観察法は，施行当初から「施行 5年後の国
会報告」（以下，国会報告）が定められており，こ
れに従って平成 22年 11月に，国会において報告
がなされた4）．しかし，残念ながらこのときの国

＊1 日本精神神経学会は年に 1度開催される学術総会において，医療観察法が施行された平成 17年から 6年連続で医療観
察法を主題としたシンポジウムを開催している．各年度のテーマは，平成 17年度「医療観察法の諸問題と精神科医
療」6），平成 18年度「医療観察法の運用の実態と問題点」7），平成 19年度「医療観察法にかかわる鑑定と法運用の問題
点―事例を通して―」8），平成 20年度「医療観察法における地域処遇について」9），平成 21年度「医療観察法の現状と
今後」3），平成 22年度「医療観察法の存続は可能か？―5年後見直しを迎えて―」10）であった．

＊2 本題ではないので詳述は避けるが，2つの特徴のみ指摘しておく．第一に数の不一致がある．申立て件数・鑑定入院命
令・鑑定が行われた人員・決定数はそれぞれ相違しており，時期の差のみでは説明ができず，不一致例に大きな問題が
ある可能性があるが，それは説明されていない．指定入院医療機関からの退院数と退院許可決定および処遇終了決定も
数が不一致で，同様の問題がある可能性がある．第二に，典型的な経過からはずれるものも少なくなく，その事情は説
明されていない．不処遇決定は 303あるとされているが，事例の性質上申立て自体が不要であった例，本来本法になじ
まない事例であるにもかかわらず扱うことが強いられた例などが存在する可能性があるが，それは明らかにされない．
検察官による申立ての取り下げ（15件），裁判所による申立ての却下（60件），指定入院医療機関から通院処遇を経ず
に処遇終了となる例（119件）なども同様の問題がある可能性がある．すなわち，国会報告は，数の報告はなされてい
るが，子細にみると不一致がありその説明がなされておらず，非典型例もその事情がわかるようなものになっていない
のである5）．今回の調査のうち第 1部で行った指定入院医療機関からの退院申立てと裁判所による退院許可決定ないし
処遇終了決定については国会報告の問題点の第一に，再入院の申立てについては第二に関連するものである．

　医療観察法は，当初から施行 5年後の国会報告が定められており，これに従って平成 22年 11
月に報告がなされた．しかし，残念ながらこのときの国会報告は，医療観察法施行後 5年間の同
法の運用の実態を把握するためには不十分なものであった．このため，日本精神神経学会・法委
員会は今回の国会報告では十分に明らかにされていない事項で，今後の医療観察法とその運用を
検討する上で重要と思われる項目について調査を実施した．調査対象は，現在医療観察法による
入院医療を担当している全国 28ヵ所の指定入院医療機関（第 1部）および厚生労働省（第 2部）
である．第 1部の内容は，１）退院申立てに対する棄却決定，２）入院継続申立てに対する棄却
決定，３）医療観察法による再入院，の３つの事項に関するものであった．アンケートの結果に
よれば，退院申立てに対する棄却決定 16件中，入院医療機関側から見て「正当である」とされた
ものは 2件に過ぎず，残りの 14件のケースを精査することが，医療観察法における社会的入院の
問題や，診断やリスク評価における齟齬の問題を明らかにする契機となると考えられた．医療観
察法による再入院のうち入院を経た17件中，前回入院に何らかの誤りもしくは不足があったと回
答しているケースは 8件で，これらのケースについて前回入院中に提供された治療，および退院
後に提供された治療と支援についての詳細を明らかにすることが重要と考えられた．厚生労働省
に対する調査は，17項目の質問からなるものであったが，回答が得られたのは，１）検査および
報告徴収など，２）処遇改善請求のあった 79事例の請求内容，３）指定入院医療機関に入院中に
他の医療施設へ転院した 19事例の内容，の 3項目のみであった．回答のあった 3項目についても
今回の調査だけではその内実は明らかにはなっておらず，今後これらの運用実態が開示されてい
くことが重要と考える．

＜Keywords：医療観察法，国会報告，運用実態，再入院，棄却決定＞
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会報告は，医療観察法施行後 5年間の同法の運用
の実態を把握するためにはきわめて不十分なもの
であった＊2．本学会としては，医療観察法の運用
の実態を把握するために，今後とも当局に詳しい
データの公表を求めるとともに，学会自身として
も可能な限り調査・研究を行っていきたいと考え
ている．このため，今回の国会報告では十分に明
らかにされていない事項で，今後の医療観察法と
その運用を検討する上で重要と思われる項目につ
いて調査を実施することとした．調査対象は，現
在医療観察法による入院医療を担当している全国
の指定入院医療機関および厚生労働省であり，指
定入院医療機関に対する質問項目と厚生労働省に
対する質問項目は異なった内容である．本報告で
は第 1部において指定入院医療機関を対象とした
アンケート調査をまとめたものを報告し，第 2部
において厚生労働省に対する調査をまとめたもの
を報告した．なお，国会報告では触れられていな
い項目の中にも，これまでの厚生労働科学研究な
どにおいて調査され報告されているもの，現在調
査中の事項も数多くあるため（対象者の制度的な
転帰・予後に関するデータやそれと関連する病態
など1,2）），今回の調査の項目はできるだけそれら

の調査・研究では十分に扱われていないものに限
定することにした．

第 1部　指定入院医療機関に対する調査
　1．調査方法
　全国 28ヵ所の医療観察法の指定入院医療機関
を対象として郵送によるアンケート調査を行った
（資料 1）．前述のように，これまでの厚生労働科
学研究などにおいて調査されている項目を除くよ
うにしたため，本調査は 1）退院申立てに対する
棄却決定，2）入院継続申立てに対する棄却決定，
3）医療観察法による再入院＊3，の 3つの事項に関
するものとなった．それぞれの事項に関して選択
式と自由記載の設問を行った．調査は，これまで
各医療機関が経験した 3つの事項にあたる全例に
ついて訊ねたものである．

　2．結果と考察
　全国 28ヵ所の指定入院医療機関に調査票を送
付し，20ヵ所から回答を得た（施設回収率
71.4％）．回答のあった 20ヵ所中 8ヵ所には該当
例（退院の許可の申立て棄却事例・入院継続の確
認の申立て棄却事例，再入院事例）がなかった．

＊3 医療観察法においては，通院処遇中の対象者について，保護観察所長から申立てがなされて，指定入院医療機関に入院
することを「再入院」と呼んでいる．すなわち，一旦入院処遇を経て，退院して通院処遇となり，その後申立てがなさ
れて再度指定入院医療機関に入院となる例はもちろん「再入院」と呼ばれるわけであるが，当初審判で「通院処遇」と
され，通院医療がしばらく続けられていた後，申立てがなされて指定入院医療機関に入院した例も，医療観察法の入院
処遇は初めて受けるわけであるが，「再入院」となるのである．

表 1　年齢層

年齢層 退院申立棄却 再入院（入院あり） 再入院（入院なし）

20代 2 3 2

30代 5 3 2

40代 4 2 3

50代 2 6 1

60代 1 3 0

70代 2 0 0

80代以上 0 0 0
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それぞれの件数は，退院申立て棄却事例 16件，入
院継続申立て棄却事例 3件，再入院事例（医療観
察法による入院を経たもの）17件，再入院事例
（医療観察法による入院を経ていないもの）8件，
であった．

　《調査 1》退院申立てに対する棄却事例
　退院申立てに対する棄却件数は計 16件であり，
回答のあった20指定入院医療機関中，退院申立て
に対する棄却事例を経験している施設は 6ヵ所，
経験していない施設は 14ヵ所であった．最も多
かった施設で 6件の退院申立てに対する棄却を経
験しており，以下 3件が 2ヵ所，2件が 1ヵ所，1
件が 2ヵ所であった．
　1）申立ての種別
　申立ての種別は，16例中「退院として通院処遇

申立て」の棄却が 4件，「退院として処遇終了申立
て」の棄却が 12件であった．
　2）性別
　性別は 16件全例が男性であった．
　3）年齢
　年齢層は，16件のうち 30代が 5件，40代が 4
件と多く，それ以外の年齢層はそれぞれ 1～2件
で，80歳以上はいなかった（表 1）．
　4）入院者の疾病分類（ICD‒10コード）
　主診断については，16件のうち F2圏が 9例と
最多であり，やはり統合失調症圏が多くを占めて
いた（表 2）．主診断が F1圏の 3件については，
1件が副診断として F6，F2を合併していたが，
あとの 2件は副診断がなく，物質誘発性精神病が
想定された．また，主診断が F6であるものが 2
件，F7，F8がそれぞれ 1件であったが，この 4件

表 2　主診断

主診断 退院申立棄却 再入院（入院あり） 再入院（入院なし）

F0 0  0 0

F1 3  3 1

F2 9 13 6

F3 0  0 1

F4 0  0 0

F5 0  0 0

F6 2  0 0

F7 1  0 0

F8 1  1 0

F9 0  0 0

表 3　対象行為

対象行為 退院申立棄却 再入院（入院あり） 再入院（入院なし）

殺人 4 8 2

放火 3 1 3

強盗 1 0 1

強姦 0 0 0

強制わいせつ 1 2 0

傷害 7 6 2
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ともに副診断が特に選択されておらず，パーソナ
リティ障害圏，知的障害圏，発達障害圏でいずれ
も合併症がないケースであると考えられた．この
4件は設問 10において，いずれも審判結果に対し
て指定入院医療機関が「不当である」とみなして
いるもので，その理由は後記しているが，少なく
ともそのうちの 2件は疾病性に直接関連したもの
が挙げられていた．
　副診断については 16件中 2件に副診断があり，
1件が F2の主診断に F0の副診断を有するもので
あり，もう 1件は F1に F6，F2を合併したケー
ス（前述）である．
　5）対象行為
　16件のうち，対象行為として最も多かったのは
傷害の 7件で，それ以外は殺人 4件，放火 3件，
強盗と強制わいせつがそれぞれ 1件であった（表
3）．
　6）処遇開始から退院までの期間
　入院継続中が 1件，転院したため入院期間不明
が 2件あったため，13件分のデータとなるが，こ
の 13件の平均入院期間は 2年 5ヵ月であった．13
件中，最短の入院期間は 0年 11ヵ月，最長の入院
期間は 4年 10ヵ月であった．
　7）申立て理由
　この設問は複数回答可とした．申立て理由とし
て多かった選択肢を順に並べると，「社会復帰を
見込める臨床的改善が得られたため，医療観察法
での通院処遇に移行が望ましい」「これ以上の臨床
的改善を望めないが，精神保健福祉法での入院継
続が望ましい」および「疾病として医療観察法に
なじみにくいと考えられた」の 3つが最も多くそ
れぞれ 4件であった．次いで「医療観察法の治療
になじみにくいと考えられた」が 3件あり，うち
1件には「通院先がなく，社会的入院に近い状況
になっており，医観法による入院の必要性はない
と思われた為」と付記されていた．「これ以上の臨
床的改善を望めないが，入院は不要であり福祉施
設や在宅での処遇が望ましい」は 2件であった．
　8）再鑑定（医療観察法 52条）の有無
　16件中，再鑑定を実施したのは 1件のみであっ

た．
　9）審判での棄却理由
　指定入院医療機関としてわかる範囲で審判での
棄却理由を訊ねた．「生活環境調整が不十分」が 8
件で最も多かった．次いで「他害行為のおそれ」
が 5件，「治療可能性がないとはいえない」が 3件
であった．「その他」も 7件あり，具体的内容とし
ては，「処遇終了後，継続的な入院医療が行われる
保証がない」「病状の悪化」「疾病性あり→再鑑定
で妄想性障害と診断」などであった．
　10） 審判の結果（棄却）に対する指定入院医療

機関としての意見
　この設問については，「正当である」2件，「そ
ういう見方もあり得る」9件，「不当である」5件
という回答であった．16件中半数の 8件にコメン
トが付されていたので，以下にそれを記載する．
●「正当である」2件ともにコメント
① 「退院許可申立後，病状の悪化（退院への不安か
ら），その旨，入院機関より裁判所へ上申し，入
院継続の意向を示す．その後，改めて，退院に
向け治療継続．『退院許可申立，棄却，入院継
続』となる．（当院意向と相違なし）」
② 「退院許可申立後，病状の悪化みられた為，入院
による治療継続必要の旨，入院機関から裁判所
へ上申．『退院許可申立棄却，入院継続』とな
る．その後，無事退院となる．（当院意向と相違
なし）」（上とは別事例）

● 「そういう見方もあり得る」9件中 2件にコメン
ト
① 「精神保健福祉法上で長期入院は不採算となっ
ており，各担当者の意向で，必ずしも十分な調
整が行われないままに退院となることが全くな
いとはいえない．（重篤な精神障害をもつ患者
に対して重点的に医療を行うしくみが日本には
まだない）」

② 「精神症状の如何ではなく，通院先の調整がつ
かないことが入院の理由として認められると示
されたのだと思います」
● 「不当である」5件中 4件にコメント
① 「疾病性に疑問がある者を適切な帰住地がない
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との理由のみで留めおくことは人権上問題があ
る」

② 「当院からは，『入院処遇から，通院処遇継続し，
精神保健福祉法による入院を併用する』方針の
申立てを行ったが，審判で『処遇終了の申立』
と誤解されて，棄却された．入院機関より抗告
申立て行い，抗告審で高裁は，『地裁合議体が申
立内容を理解していなかった』と認めた」

③ 「当院入院中，当初審判での統合失調症との診
断は誤りで妄想性パーソナリティ障害と判断，
服薬 offとしても精神状態は安定して経過し問
題はなかったが当院での判断は認められず，精
神保健審判員が『少なくとも妄想性障害で他害
のリスクがあり通院治療を要す』と主張し，通
院処遇となった」

④ 「不当であると思うが，帰住先がなかったため，
仕方がないとも思う」

　《調査 2》入院継続申立てに対する棄却事例
　入院継続申立てに対する棄却件数は計 3件であ
り，回答のあった 20指定入院医療機関中，入院継
続申立てに対する棄却事例を経験している施設は
2ヵ所，経験していない施設は 18ヵ所であった．
　1）棄却の結果
　入院継続申立てが棄却となった 3件の結果とし
ては「処遇終了で精神保健福祉法入院」が 2件，
「入院終了で通院処遇」が 1件であった．
　2）性別
　性別は 3件全例が男性であった．
　3）年齢
　年齢層は，3件のうち 2件が 20代，1件が 50代
であった．
　4）入院者の疾病分類（ICD‒10コード）
　主診断については，3件のうち F2圏が 2件，F7
圏が 1件であった．F2圏のうち 1件には F6圏の
副診断が付けられていた．
　5）対象行為
　3件の対象行為の内訳は殺人が 2件，傷害が 1
件であった．

　6）処遇開始から退院までの期間
　3件の平均入院期間は 1年 0ヵ月であった．3件
中，最短の入院期間は 0年 6ヵ月，最長の入院期
間は 1年 10ヵ月であった．
　7）再鑑定（医療観察法 52条）の有無
　3件中，再鑑定を実施したケースはなかった．
　8）審判での棄却理由
　指定入院医療機関としてわかる範囲で審判での
棄却理由を訊ねた．「社会復帰を見込める臨床的
改善が得られたため，医療観察法での通院処遇に
移行が望ましい」「これ以上の臨床的改善を望めな
いが，精神保健福祉法での入院継続が望ましい」
「疾病として医療観察法になじみにくいと考えら
れた」「医療観察法の治療になじみにくいと考えら
れた」がそれぞれ 1件ずつ選択されていた．また，
「その他」を選択したものが 2件あり，その内容は
「入院継続確認日の超過」と「地域環境調整，整っ
た」であった．なお，この設問も複数回答可であ
る．
　9） 審判の結果（棄却）に対する指定入院医療機

関としての意見
　この設問については，3件全てが「正当である」
を選択していた．具体的な内容を以下に記載する．
① 「法律で定められた『6ヶ月以内に入院継続の申
立て』を行う期日を単純な手違いで守れなかっ
た．後追いで，継続申立てを行ったが，却下さ
れた．念のため，抗告をしたが，認められず，
医観法処遇が終了となった」
② 「地域調整（ケア会議）前の期日の為，一旦，入
院継続にて申立て．調整後，退院状況にある旨
上申し，『入院継続棄却，退院許可』となる．当
院の意向と相違なし」
③ 「申し立ての時点で『発達障害・知的障害で観察
法の対象ではないが，帰住地がないため調整要
するため入院継続』と述べたが，その後当院の
精神保健福祉法下の入院が可能となったため，
医療終了となった」

　《調査 3‒1》再入院事例・入院を経たもの
　医療観察法の再入院のうち，当初審判において
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医療観察法による入院医療を経たものの件数は計
17件であり，回答のあった 20指定入院医療機関
中，医療観察法入院を経た再入院を経験している
施設は 8ヵ所，経験していない施設は 12ヵ所で
あった．最も多かった施設で 4件の医療観察法入
院を経た再入院を経験しており，このような施設
が 2ヵ所あった．以下 3件が 1ヵ所，2件が 1ヵ
所，1件が 4ヵ所であった．
　1）性別
　性別は男性 15件，女性 2件であった．
　2）年齢
　年齢層は，17件のうち 20代が 3件，30代が 3
件，40代が 2件，50代が 6件，60代が 3件であ
り，70歳以上はいなかった（表 1）．
　3）入院者の疾病分類（ICD‒10コード）
　主診断については，17件のうち F2圏が 13件と
最多であり，やはり統合失調症圏が多くを占めて
いた（表 2）．主診断が F2圏以外のものとしては
F1圏が 3件，F8圏が 1件あった．このうち F1圏
の 3件中 2件において，前回の医療観察法入院で
は，アルコール・薬物の問題に関する診断もしく
は介入が不十分であったとの指摘がコメントとし
て記載されていた．また，F8圏の 1件に関して
は，これは今回入院時の診断であるが，入院後主
診断を変更して副診断であった統合失調症を主診
断として治療を行っているとのコメントがあった．
　副診断については 17件中 5件に副診断があり，
F7圏のものが 2件，F1，F2，F6圏がそれぞれ 1
件であった．2つの副診断を有するケースはな
かった．
　4）対象行為
　17件のうち，対象行為として最も多かったのは
殺人の 8件で，以下傷害が 6件，強制わいせつが
2件，放火が 1件であった（表 3）．
　5） 当初審判から医療観察法再入院に至った期

間
　当初審判から医療観察法再入院に至った期間の
平均は 3年 1ヵ月であった．17件中，再入院まで
の期間が最短だったもので 0年 10ヵ月，最長だっ
たもので 5年 6ヵ月であった．

　6）再鑑定（医療観察法 62条）の有無
　17件中，再鑑定を実施したものが 12件，実施
しなかったものが 5件であった．
　7） 通院処遇中の精神保健福祉法での入院の有

無
　17件全例において，通院処遇中に精神保健福祉
法による入院を経験していた．
　8） 医療観察法の再入院をもたらしたと思われ

る要因
　医療観察法の再入院をもたらしたと思われる要
因について，指定入院医療機関が選ぶことのでき
る範囲で回答を求めた．複数回答可とした．「その
後再発・再燃した」が 15件で最も多く，次いで
「精神保健福祉法での入院では不十分ないし不適
切と考えられた」が 9件であった．この 2つ以外
の選択肢の件数は少なかったが「その後状況が変
わった」「地域のサポートに問題があった」を選択
したものがそれぞれ2件，「通院医療機関の治療に
問題があった」「その他」を選択したものがそれぞ
れ 1件あり，「その他」を選択した 1件の具体的な
内容は「アルコール・薬物による病状悪化，生活
の乱れがあった」であった．
　9）前回の医療観察法による入院に対する評価
　前回の医療観察法による入院に対する評価とし
ては「診断，治療，環境調整ともに適切であった」
とする肯定的な評価が8件と最も多かった．「心理
教育が不十分であった」を選んだものが 6件，「環
境調整が不十分であった」を選んだものが 5件と
比較的多く，「薬物調整が不十分であった」を選ん
だものは 2件，「通院機関・地域への情報提供が不
十分であった」を選んだものは 1件と少数であっ
た．「診断に誤りがあった」としたものが 2件あ
り，うち 1件には「当初審判の診断は統合失調症
であった」と付記されており，このケースに対す
る再入院担当医療機関の診断はアルコール精神病
であった．また「その他」が 3件あり，その具体
的な内容としては「アルコール，薬物の問題の評
価，介入が不十分であった」「情報がないため不
明」「退院後の生活に対する動機付けが不十分だっ
た」と記載されていた．
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　《調査 3‒2》再入院事例・入院を経ていないもの
　医療観察法の再入院のうち，当初審判において
医療観察法による入院医療を経ていないもの（い
わゆる「いきなり通院」）の件数は計 8件であり，
回答のあった20指定入院医療機関中，医療観察法
による入院医療を経ていない再入院事例を経験し
ている施設は 6ヵ所，経験していない施設は 14ヵ
所であった．2件の医療観察法入院を経ていない
再入院を経験している施設が 2ヵ所，1件を経験
している施設が 4ヵ所あった．
　1）性別
　性別は男性 7件，女性 1件であった．
　2）年齢
　年齢層は，8件のうち 20代が 2件，30代が 2
件，40代が 3件，50代が 1件であり，60歳以上
はいなかった（表 1）．
　3）入院者の疾病分類（ICD‒10コード）
　主診断については，8件のうち F2圏が 6件と最
多であり，ここでもやはり統合失調症圏が多くを
占めていた（表 2）．主診断が F2圏以外のものと
してはF1圏が 1件，F3圏がそれぞれ 1件あった．
　副診断については 8件中半数の 4件に副診断が
あり，F7圏のものが 3件，F8圏が 1件あった．
2つの副診断を有するケースはなかった．この 4
件すべてが主診断は統合失調症圏であった．
　4）対象行為
　8件のうち，対象行為として最も多かったのは
放火の 3件で，以下殺人と傷害がそれぞれ 2件，
強盗が 1件であった（表 3）．
　5） 当初審判から医療観察法再入院に至った期

間
　当初審判から医療観察法再入院に至った期間の
平均は 2年 3ヵ月であった．8件中，再入院まで
の期間が最短だったもので 0年 2ヵ月，最長だっ
たもので 5年 0ヵ月であった．
　6）再鑑定（医療観察法 62条）の有無
　8件中，再鑑定を実施したものが 7件，実施し
なかったものが 1件であった．

　7） 通院処遇中の精神保健福祉法での入院の有
無

　8件中 6件において，通院処遇中に精神保健福
祉法による入院を経験していた．
　8） 医療観察法の再入院をもたらしたと思われ

る要因
　医療観察法の再入院をもたらしたと思われる要
因について，指定入院医療機関が選ぶことのでき
る範囲で回答を求めた（複数回答可）．「その後再
発・再燃した」が 6件で最も多く，次いで「精神
保健福祉法での入院では不十分ないし不適切と考
えられた」を選んだものが 3件であった．「地域の
サポートの問題があった」と「その他」を選択し
たものがそれぞれ 1件あり，「その他」を選択した
1件にはその内容として「そもそも外来通院では
無理であった」と記載されていた．
　9）当初の通院決定に対する評価
　当初の通院決定に対する評価としては「当初審
判の決定は特に問題なかった」が 8件中 5件で，
過半数が肯定的な評価をしていた．一方で「明ら
かに当初審判としても問題があった」を選択した
ものが 2件，「現在から見ると問題があったが，当
初審判としてはやむを得なかった」を選択したも
のが 1件あった．この 3件のようなケースに関し
てその内容を精査していくことが，医療観察法に
よる医療を検討するために重要である．
　10） 審判の結果（医療観察法による再入院）に

対する指定入院医療機関としての意見
　この設問については，「正当である」7件，「そ
ういう見方もあり得る」1件が選択されており，
「不当である」を選んだものはなかった．8件中 3
件にコメントが付されていたので，以下にそれを
記載する．
● 「正当である」7件中 2件にコメント
① 「自傷及び他害のリスクが高い状態であり，通
院の継続は困難である」
② 「再他害行為（放火）であり，妥当と思われる」
● 「そういう見方もあり得る」1件のコメント
③ 「知的障害の要因もあり，通院処遇の中で治療
同盟が崩れ，再入院となっている」
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　3．まとめ，および今後に向けて
　今回実施した 4領域の調査結果をそれぞれ検討
してみると，退院申立てに対する棄却決定，入院
継続申立てに対する棄却決定，医療観察法による
再入院（入院を経たもの），医療観察法による再入
院（入院を経ていないもの），の 4領域のうち，入
院継続申立てに対する棄却決定についてはその全
例（3例）において指定入院医療機関自身がその
決定（申立て棄却）を「正当である」とみなして
いた．この 3例の具体的な経緯としては，手続き
上の不具合，申立て後の状況の変化などがコメン
トされていたが，指定入院医療機関と地裁合議体
の間での意見の乖離は目立たなかった．
　一方，それ以外の 3領域では，以下のような問
題点が認められた．
　1） 調査 1；退院申立てに対する棄却決定
　退院申立てに対する棄却決定16件中，入院医療
機関側からみて「正当である」とされたものは 2
件にすぎなかった．指定入院医療機関が「そうい
う見方もあり得る」としたものが 9件，「不当であ
る」としたものが 5件であったが，この 14件にお
いて，どのような点で指定入院医療機関と地裁合
議体の意見に違いが生じたかを検討することが重
要である．医療観察法における処遇決定基準の曖
昧さの問題が，そこに浮き彫りになる可能性も大
きい．「そういう見方もあり得る」9件中 2件，「不
当である」5件中 4件にそれぞれコメントが記載
されていたが，この計 6件のコメントのうち 3件
は，「生活環境調整が不十分」なために退院が認め
られないケースへの疑問を述べたものであった．
コメントには，臨床的改善が得られた，疾病とし
て医療観察法の医療の対象ではない，などの事由
で医療観察法による入院医療の対象ではないとみ
なされるケースが，帰住先がない，通院先が決ま
らないなどの理由で退院が認められないという実
態が述べられていた．ここからは，医療観察法に
おけるいわゆる「社会的入院」の問題がみえてく
る．審判での棄却理由としても，「生活環境調整が
不十分」が 16件中 8件で選択されていて最も多
かったのだが，このことは，指定入院医療機関と

地裁合議体の間で意見の齟齬があるケースでは，
「疾病性」や「治療可能性」よりも「退院できる環
境」が問題とされがちであることを示している．
また，それだけでなく，例えば指定入院医療機関
が「妄想性パーソナリティ障害であり精神状態は
安定している」として処遇終了を申立てたのに対
し，地裁合議体が「少なくとも妄想性障害であり
他害のリスクあり」として棄却したケースのよう
に，診断やリスク評価で判断が分かれているケー
スもあった．以上のような社会的入院の問題や，
診断やリスク評価の齟齬の問題を明らかにする端
緒として，この 14ケースの精査が望まれる．
　2） 調査 3‒1；医療観察法による再入院（入院を

経たもの）
　再入院ケースを通じて医療観察法の運用実態を
評価するときには，再入院に至った経緯を十分に
検討することが重要となる．この検討には，当初
審判においてこの法による入院処遇を経た事例で
あれば，当初審判における決定の適否，当初審判
後の指定入院医療機関における評価および治療の
適否，そして退院後の指定通院医療機関および関
連支援機関による地域処遇の適否，などを含むこ
とになる．今回の調査においては，前回の医療観
察法入院に対する評価として，「診断，治療，環境
調整ともに適切であった」と肯定的に評価するも
のが 17件中 8件あった一方で，前回入院に何らか
の誤りもしくは不足があったと回答しているケー
スが 17件中 8件あった（残りの 1件は「情報がな
いため不明」とのコメント）．不十分な要素として
選択されていたものには心理教育と環境調整が多
く，診断に誤りがあったとするものも2件あった．
　再入院の要因に関しては，「地域のサポートに
問題があった」とするものが 2件あり，この 2件
中 1件は「通院医療機関の治療に問題があった」
も重ねて選択されていた．この 2件とも前回入院
における治療に関しても何らかの誤りもしくは不
足が指摘されていた．したがって，前回入院に関
して問題点が指摘されている 8ケースに関して，
前回入院中に提供された治療，および退院後に提
供された治療と支援についての詳細を明らかにす
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ることが望まれる．
　また，再入院の要因として 17件中 9件で「精神
保健福祉法での入院では不十分ないし不適切と考
えられた」が選択されている．医療観察法におけ
る通院処遇中の対象者が入院治療を必要としたと
きに，精神保健福祉法による入院を選択するか，
医療観察法による入院を選択するかは，その基準
が曖昧なままであるが，現場での判断の実態を明
らかにするため，この 9ケースを具体的に検討す
ることにも大きな意義があるだろう．
　3） 調査 3‒2；医療観察法による再入院（入院を

経ていないもの）
　再入院ケースの中でも，当初審判においていわ
ゆる「いきなり通院」と判断された事例の場合は，
当初審判における決定の適否と，審判後の指定通
院医療機関および関連支援機関による地域処遇の
適否，の検討が重要である．今回の調査では，当
初審判でこの法による通院処遇が必要とされた 8
件中 2件が「明らかに当初審判としても問題が
あった」とされていた．また，再入院の要因とし
て「地域のサポートに問題があった」を挙げたも
のが 1件あった．このケースでは，当初審判に関
しては「問題なかった」との評価であった．この
3ケースについても詳細を検討すべきであろう．

　ここに挙げた約 30のケースは，この 5年間で医
療観察法の対象となった全ケースの中ではほんの
一部にすぎないが，医療観察法の審判，入院処遇，
地域処遇に含まれる問題点を典型的に表している
と考えてよいだろう．今後，これらのケースに関
してより個別的で詳細な問題点を調査，検討する
ことが重要であると考えられた．

第 2部　厚生労働省に対する調査
　1．調査方法
　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・
障害保健課に対して，平成 22年 11月の国会報告
の内容をもとにして，資料 2のような質問票の郵
送による調査を行った．

　2．結　果
　以下の 17項目の質問に対し，⑬，⑭，⑮の 3項
目に対しては回答があり，残りの14項目に対して
は回答がなかった．
① 全申立てのうち，鑑定入院を行わなかった事例
数および鑑定入院なしの理由
② 全申立てのうち，鑑定を行わなかった事例数お
よび鑑定なしの理由
③ 心神喪失を理由とした申立てに対し，裁判所が
心神耗弱と認定した 77事例のその後の処遇

④ 裁判所が心神喪失及び心神耗弱のいずれでもな
いとして申立てを却下した 54事例の却下後の
処遇
⑤ 検察官が申立てを取り下げた 15名の取り下げ
理由
⑥ 退院又は入院継続申立てに対して法 53条に基
づく鑑定が実施された 1事例の申立者，申立事
由，および審判の決定内容
⑦ 指定入院医療機関からの退院申立てに対し，棄
却となった事例数および却下の理由
⑧ 指定入院医療機関から，この法による通院処遇
を経ず直接処遇終了となった 119事例の処遇終
了の理由および処遇終了後の転帰
⑨ 保護観察所からの処遇終了申立てに対し，却下
となった事例数，57条鑑定実施数，および却下
の理由
⑩ 各保護観察所ごとの再入院等申立て事例数，再
入院となった 10事例中の 62条鑑定を実施した
事例数，および再入院申立て14事例中の申立て
棄却となった 1事例と処遇終了となった 1事例
それぞれの決定理由
⑪ 入院決定に対する抗告，通院決定に対する抗
告，退院を許可し通院を決定に対する抗告，入
院継続決定に対する抗告，通院継続決定に対す
る抗告，再入院決定に対する抗告について，そ
れぞれの事例数，申立て者の内訳，およびそれ
ぞれの原決定取り消し数
⑫ 入院決定に関する再抗告，通院決定に関する再
抗告，退院を許可し通院を決定に関する再抗
告，入院継続決定に関する再抗告について，そ
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れぞれの事例数，申立て者の内訳，およびそれ
ぞれの抗告に対する決定の取り消し数

⑬ 厚生労働大臣が法第 85条に基づき指定入院医
療機関に対して行った62件の検査内容，指定通
院医療機関に対して行った64件の検査内容，お
よび法第 97条に基づき指定入院医療機関に対
して行った 62件の報告徴収それぞれの内容

　【回答】
　・ 指定入院医療機関に対して行った62件の検査
内容は，62件全例で「診療内容」と「診療報
酬」の両方の検査が行われていた．それ以外
の検査は行われていなかった．

　・ 指定通院医療機関に対して行った64件の検査
内容は，64件全例で「診療内容」と「診療報
酬」の両方の検査が行われていた．それ以外
の検査は行われていなかった．

　・ 指定入院医療機関に対して行った62件の報告
徴収等の内容は，62件全例で「入院者の症状」
と「入院者の処遇」の両方の報告徴収等が行
われていた．それ以外の報告徴収等は行われ
ていなかった．

⑭ 処遇改善請求のあった 79事例の請求内容
　【回答】
　  　79事例のうち，「その他」に分類されるもの
が 9例あり，その中には喫煙に関することなど
が含まれていた．79事例中残りの 70事例につ
いては回答がなかったが，「治療に関するもの」
「病棟環境に関するもの」「行動制限に関するも
の」については数字の記載がなかった．

⑮ 指定入院医療機関に入院中に他の医療施設へ転
院した 19事例の根拠法令（100条の 2，100条
の 3）ごとの事例数および身体合併症の診断分
類とその転帰，他院での入院期間

　【回答】
　  　100条の 3を根拠法令とする転院事例は 19例
であり，一方 100条の 2を根拠法令とする転院
事例は数字の記載がなかった．

　  　また，19例中，転院の原因となった身体合併
症の診断分類としては，悪性腫瘍が 4例，消化
器疾患が 4例，その他が 2例であり，それ以外

の9例に関しては言及されていなかった．また，
19例の転帰および他院での入院期間について
は回答がなかった．
⑯ 入院処遇終了者のうち，裁判所による退院許可
決定により退院となった者を除いた 14事例中
の自殺者数，病死者数および行方不明者数
⑰ 通院処遇終了者 279名のうち，期間満了による
者，処遇終了や再入院の決定による者を除いた
27事例中の自殺者数，病死者数および行方不明
者数

　3．考察とまとめ
　今回の調査では，17項目中回答が記載されてい
たのは 3項目だけであったので，その 3項目につ
いて考察する．
　1）検査および報告徴収等
　指定入院医療機関に対する検査が 5年間で 62
件，指定通院医療機関に対する検査が 5年間で 64
件，指定入院医療機関に対する報告徴収等が 5年
間で 62件であり，いずれも年平均 10数件という
数で，1医療機関あたり年に 1件あるかないかと
いう決して多くはない件数である．今回の調査で
は，検査については指定入院医療機関に対するも
のも指定通院医療機関に対するものも，全例にお
いて「診療内容」および「診療報酬」に関する検
査を行っており，それ以外の検査は行われていな
いという回答であった．医療観察法第 85条第 1項
の検査は，「指定医療機関の診療内容及び診療報
酬の請求を審査するため必要あるときは，（中
略），実地に診療録その他の帳簿書類を検査させ
ることができる」と規定されており，今回「全例
で診療内容と診療報酬について検査」との回答が
得られたことはある意味当然であり，残念ながら
今回の調査の結果からは，法第 85条の「検査」の
実態についてそれ以上のことをうかがい知ること
はできなかった．5年間で 1,078人の入院決定が
あった中で，62件の「検査」は 6％にすぎない数
であり，国として特にチェックする必要性がある
との判断をもって限られたケースのみに「検査」
を実施しているものと思われる．今後は，この「検
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査」がどのようなケースを対象としてどのように
実施されているのかを情報としてオープンにし
て，この「検査」という制度が医療観察法による
医療に対してどの程度のチェック機能を果たして
いるかを関係者が共有できることが重要であろう．
　このことは法第 97条第 1項の「報告徴収等」に
関しても同様のことがいえる．法第 97条第 1項に
定められている「報告，書類提出・提示，検査，
質問，診察」の対象となる事項としては「当該指
定入院医療機関に入院している者の症状若しくは
処遇に関し」と規定されているため，今回の調査
で「全例で症状と処遇について報告徴収」との回
答が得られたことは法第 85条の「検査」と同じく
ある意味当然であり，この回答からは「報告徴収
等」についてそれ以上の情報を得ることはできな
い．今後は，この「報告徴収等」の運用実態をよ
りオープンなものとして，医療観察法の医療を
チェックするための機能をわかりやすく，有効な
ものとしていくことが望まれる．
　2）処遇改善請求のあった 79事例の請求内容
　5年間で 79事例の処遇改善請求があったのだ
が，今回の調査でわかったのは「その他」に分類
されるものが 9例あり，その中には喫煙に関する
ことなどが含まれている，ということである．79
事例中残りの 70事例については回答がなく，「治
療に関するもの」「病棟環境に関するもの」「行動
制限に関するもの」については数字の記載がな
かった．しかし，精神保健福祉法入院における処
遇改善請求審査の実態から推測すれば，上記 3項
目に含まれる処遇改善請求が全くなく，残りの 70
項目はまた別に分類されるような内容であるとい
うのも釈然としない．前項の「検査」や「報告徴
収等」においても，医療観察法による医療に対す
る制度的なチェック機構とその機能について，そ
してその実態について多くの関係者が情報を共有
することの重要性について触れたが，処遇改善請
求の実態，その請求内容や，請求に対する結果な
どに関する情報をよりオープンにしていくことが
重要である．

　3） 指定入院医療機関に入院中に他の医療施設
へ転院した 19事例の根拠法令（100条の 2，
100条の 3）ごとの事例数および身体合併症
の診断分類とその転帰，他院での入院期間

　身体合併症による他院転院については，5年間
で 19事例があり，その全てが法第 100条第 3項を
根拠法令とするものであった．法第 100条第 2項
を根拠法令とする転院事例も法解釈上可能と思わ
れるが，基本的にこの第 2項は一般的な「外泊」
について定めたものであり，第3項の方が特に「精
神障害の医療以外の医療を受けるために他の医療
施設に入院する必要がある場合」の規定であるた
め，このように全例が第 3項を根拠法令としてい
たのは当然であろう．
　今回の調査では，転院の原因疾患としてどのよ
うな領域の疾患が多いのか，そしてその転帰およ
び転院先での入院期間などを調べようとしたが，
それについては，19例中，悪性腫瘍が 4例，消化
器疾患が 4例，その他が 2例であったということ
がわかったにとどまった．医療観察法による入院
医療における身体合併症の問題は，ハイセキュリ
ティの入院施設に非自発的入院をさせられている
入院患者が，身体合併症を有するときに，通常で
あれば当然受けられるレベルの医療が，通常であ
れば受けられるタイミングで適切に提供されてい
るのか，ということである．そのためにはもちろ
ん，指定入院医療機関の身体的疾患への対応力も
問題となるし，当然それ以上に地域の基幹病院と
どのように有機的に連携できているか，という点
が重要となる．今回の調査ではこれらの実態を把
握することはできなかったが，今後も継続的に医
療観察法の入院医療における身体合併症への対応
の問題に注目していきたい．

　以上の3項目以外の14項目については回答を得
られなかったが，いずれも回答のあった 3項目同
様重要な項目であり，今後もこれらの情報を得る
努力を続けたいと考えている．
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お　わ　り　に
　医療観察法施行 5年後の国会報告を受け，今回
の国会報告では十分に明らかにされていない事項
で，今後の医療観察法とその運用を検討する上で
重要と思われる項目について，全国の指定入院医
療機関および厚生労働省を対象とするアンケート
調査を行った．調査結果には多くの示唆が含まれ
ていたが，まだ本調査では医療観察法による医療
の運用実態を詳らかにすることはできていない．
今後，本調査で質問項目に挙げた項目を中心とし
て，医療観察法による医療の実施状況が明らかと
なるようなデータが開示されることを求めていき
たい．
　厚生労働省は，毎年 6月 30日調査を実施して精
神科医療，精神保健に関する全国のデータを集
め，国立精神・神経医療研究センター精神保健研
究所の協力のもと資料としてまとめてこれを公表
している．現在この 630調査のデータはわれわれ
精神医療関係者にとって非常に有用なデータと
なっており，多方面で活用されている．今回の調
査を通じて，本学会が求めていたものは，医療観
察法領域における 630調査の実施と，そのデータ
の公表といってもいいだろう．医療観察法による
医療の実施にあたっては，実施されている医療の
内容，その運用実態をデータとして公開していく
ことが必須である．国会報告で提出されたデータ
にとどまらず，今回われわれが求めたような項目
について，より実態を把握できるようなデータの
公表が望まれる．

資料 1　医療観察法の運用に関する指定入院医療機関
向け調査（項目のみ）

　【調査 1】 退院申し立てに対する却下事例に関する
調査

ここでは，これまで貴施設に入院した者で，貴施設か
らの退院申し立てを審判で却下されたことがある事
例について伺います
設問 1． 申し立ての種別
設問 2． 性別
設問 3． 年齢
設問 4． 入院者の疾病分類（ICDコード）

設問 5． 対象行為
設問 6． 処遇開始から退院までの期間
設問 7． 申し立て理由
設問 8． 再鑑定（52条）の有無
設問 9． 審判での却下理由（わかる範囲で）
設問10． 審判の結果（却下）に対する指定入院医療機

関としての意見

　【調査 2】 入院継続申し立てに対する却下事例に関
する調査

ここでは，貴施設を退院した者で，貴施設からの入院
継続申し立てを審判で却下されたことがある事例に
ついて伺います
設問 1． 却下の結果
設問 2． 性別
設問 3． 年齢
設問 4． 入院者の疾病分類（ICDコード）
設問 5． 対象行為
設問 6． 処遇開始から退院までの期間
設問 7． 再鑑定（52条）の有無
設問 8． 審判での却下理由（わかる範囲で）
設問 9． 審判の結果（却下）に対する指定入院医療機

関としての意見

　【調査 3‒1】 医療観察法における再入院に関する調
査・入院を経た事例

ここでは，これまで貴施設に医療観察法における「再
入院」となった者のうち，それまでに医療観察法によ
る入院を経た事例について伺います
設問 1． 性別
設問 2． 年齢
設問 3． 入院者の疾病分類（ICDコード）
設問 4． 対象行為
設問 5． 当初審判から医療観察法再入院に至った期

間
設問 6． 再鑑定（62条）の有無
設問 7． 通院処遇中の精神保健福祉法での入院の有

無
設問 8． 医療観察法の再入院をもたらしたと思われ

る要因
設問 9． 前回の医療観察法による入院に対する評価
設問10． 審判の結果（医療観察法による再入院）に対

する指定入院医療機関としての意見
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　【調査 3‒2】 医療観察法における再入院に関する調
査・入院を経ていない事例

ここでは，これまで貴施設に医療観察法における「再
入院」となった者のうち，それまでに医療観察法によ
る入院を経ていない事例について伺います
設問 1． 性別
設問 2． 年齢
設問 3． 入院者の疾病分類（ICDコード）
設問 4． 対象行為
設問 5． 当初審判から医療観察法再入院に至った期

間
設問 6． 再鑑定（62条）の有無
設問 7． 通院処遇中の精神保健福祉法での入院の有

無
設問 8． 医療観察法の再入院をもたらしたと思われ

る要因
設問 9． 当初の通院決定に対する評価
設問10． 審判の結果（医療観察法による再入院）に対

する指定入院医療機関としての意見

資料 2　医療観察法の運用実態に関する質問書（抜粋）
以下，医療観察法の運用実態に関する 17項目の質問
に対して，ご回答をお願いいたします．尚，質問の対
象となる期間は，2010年 11月に出された「心神喪失
等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観
察等に関する法律の規定の施行の状況に関する報告」
の対象期間である 2005年 7月 15日から 2010年 7月
31日までの期間です．

　　1．鑑定入院を行わなかった事例
医療観察法の全申立て数のうち，鑑定入院なしの事例
数をお答えください．また，鑑定入院がなしとなった
理由の内訳をお答えください．
　　2． 鑑定を行わなかった事例
医療観察法の全申立て数のうち，鑑定を行わなかった
事例数をお答えください．また，鑑定を行わなかった
理由の内訳をお答えください．
　　3． 裁判所による心神耗弱認定事例
検察官による心神喪失を理由とした申立てに対し，裁
判所が心神耗弱であると決定した 77事例のその後の
処遇の内訳をお答えください．
　　4． 申立て却下事例（心神喪失・耗弱→喪失・耗弱

ではない）
検察官による心神喪失又は心神耗弱を理由とした申
立てに対し，裁判所が心神喪失及び心神耗弱のいずれ
でもないとして申立てを却下した 54事例の却下後の

処遇の内訳をお答えください．
　　5． 取り下げ事例
検察官が医療観察法の申立てを取り下げた 15名の取
り下げ理由の内訳をお答えください．
　　6． 退院又は入院継続申立てに対する鑑定実施事

例
53条に基づく鑑定が実施された 1事例について，申立
者，申立事由，および審判の決定内容をお答えくださ
い．
　　7． 退院申立て却下事例
指定入院医療機関からの退院申立て（49条）に対し，
却下となった事例数をお答えください．
また，却下の理由（指定入院医療機関による評価と審
判での評価が相違した要件の内訳）をお答えください．
　　8． 指定入院医療機関からの処遇終了事例
指定入院医療機関から，この法による通院処遇を経ず
直接処遇終了となった 119事例について，処遇終了の
理由の内訳および処遇終了後の転帰の内訳をお答え
ください．
　　9． 処遇終了申立て却下事例
保護観察所からの処遇終了申立てに対し，却下となっ
た事例数，およびそのうちの 57条鑑定実施数をお答
えください．
また，各却下事例について却下の理由（保護観察所お
よび指定通院医療機関による評価と審判での評価が
相違した要件の内訳）をお答えください．
　10． 再入院等申立て事例
各保護観察所ごとの再入院等申立て事例数（59条）を
お答えください．また，再入院となった 10事例のう
ちで 62条鑑定を実施した事例数をお答えください．
再入院等申立て14事例中の，申立て棄却となった1事
例，処遇終了となった 1事例それぞれの決定理由をお
答えください．
　11． 抗告
入院決定（42条の一）に対する抗告，通院決定（42条
の二）に対する抗告，退院を許可し通院を決定（51条
の二）に対する抗告，入院継続決定（51条の一）に対
する抗告，通院継続決定（56条の一）に対する抗告，
再入院決定（62条）に対する抗告について，それぞれ
の事例数，申立て者の内訳，およびそれぞれの原決定
取り消し数をお答えください．
　12． 再抗告
入院決定に関する再抗告，通院決定に関する再抗告，
退院を許可し通院を決定に関する再抗告，入院継続決
定に関する再抗告について，それぞれの事例数，申立
て者の内訳，およびそれぞれの抗告に対する決定の取
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り消し数をお答えください．
　13． 報告の請求及び検査
厚生労働大臣が法第 85条に基づき指定入院医療機関
に対して行った 62件の検査内容，指定通院医療機関
に対して行った 64件の検査内容，および法第 97条に
基づき指定入院医療機関に対して行った 62件の報告
徴収の内容についてその内訳をお答えください．
　14． 処遇改善請求
処遇改善請求のあった 79事例の請求内容の内訳をお
答えください．
　15． 入院中の他病院への入院
指定入院医療機関に入院中に他の医療施設へ転院し
た 19事例について，根拠法令（100条の 2，100条の
3）ごとの事例数をお答えください．また，身体合併
症の診断分類とその転帰，他院での入院期間をお答え
ください．
　16． 入院処遇終了者の処遇分布
入院処遇終了者のうち，裁判所による退院許可決定に
より退院となった者を除いた 14事例中の自殺者数，
病死者数および行方不明者数をお答えください．
　17． 通院処遇終了者の処遇分布
通院処遇終了者 279名のうち，期間満了による者，処
遇終了や再入院の決定による者を除いた 27事例中の
自殺者数，病死者数および行方不明者数をお答えくだ
さい．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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　　In November 2010, a report on implementation of the Medical Treatment and Supervision 
Act was submitted to the Diet, as provided for in the law. However, the report did not suffi-
ciently describe conditions surrounding actual applications of the law, and subsequently the 
legal affairs committee of the Japanese Society of Neurology and Psychiatry carried out a sur-
vey regarding several items not covered in the report. Survey targets were 28 hospitals treat-
ing inpatients under the Medical Treatment and Supervision Act（Part 1）, and the Ministry of 
Health, Labour and Welfare（Part 2）. Part 1 comprised three items：1）rulings to dismiss peti-
tions for discharge；2）rulings to dismiss petitions for continued hospitalization；and 3）rehos-
pitalization under the Medical Treatment and Supervision Act. Survey results showed that, of 
16 rulings against petitions for discharge, only two were considered reasonable by the hospital-
izing institution. This offers an excellent opportunity to examine the remaining cases in detail 
and highlight problems related to the law, such as the issue of social hospitalization and ques-
tions regarding differences in diagnosis and risk assessment.
　　Of 17 cases of rehospitalization under the Medical Treatment and Supervision Act, eight 
cases were deemed to involve some mistakes or deficiencies in treatment during the initial hos-
pitalization. It is important to examine details of treatment during initial hospitalization, and 
treatment and support provided after initial discharge, in these cases, as well.
　　The survey sent to the Ministry of Health, Labour and Welfare consisted of 17 items, but 
responses were received for only three items：1）checks and collections of reports；2）the 
detailed contents of requests in 79 cases where improvements in treatment were requested；
and 3）the details of 19 cases where patients were transferred to other medical facilities from 
hospitals covered by this law. However, the present survey by itself does not reveal the full 
details of even the three items for which responses were received, highlighting the importance 
of increased disclosure of actual applications of this law in the future.
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